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第１章 人口ビジョンの策定にあたって 
１ 策定の背景 

現在、日本全体が人口減少社会に突入し、深刻な問題となっています。宿毛市（以下、「本市」

という。）においても人口減少が進み、日本全国と同様に少子高齢化が深刻な問題となっており、

人口減少に歯止めをかけるための施策が急務となっています。こうした全国的な人口減少と、そ

れに伴う地方の衰退に歯止めをかけるため、平成２６（2014）年１２月に、国において今後目指

すべき将来の方向を提示することを目的として「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下、「国

の長期ビジョン」という。）が策定され、本市は平成２７（2015）年１０月に宿毛市人口ビジョンを

策定しました。 

 

令和元（2019）年１２月には、「その後の国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」と

いう。）の推計では、当時よりも人口減少のスピードはやや遅くなっているものの、決して危機的な

状況が変わったわけではない」として、国の長期ビジョンの改訂がなされました。 

 

このような状況を踏まえ、本市では、令和７（2025）年に改定する「宿毛市振興計画後期基本

計画」及び「宿毛市第３期まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総合戦略」という。）におい

て将来に向けた計画的なまちづくりの方向性を示すための基礎資料として、「第２期宿毛市人口

ビジョン」（以下、「人口ビジョン」という。）を策定します。 

 

２ 人口ビジョンの位置付け 
人口ビジョンは、本市における人口の現状を分析するとともに、今後目指すべき将来の方向性

と人口の将来展望を提示するものです。 

また、同時に策定する総合戦略において、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策

を企画立案する上での基礎となるものと位置付け、整合性を保ったものとします。 

さらに、人口減少に歯止めをかける積極戦略と、たとえ人口が減っても市民が安心して暮らせ

るまちをつくる「現実対応」の２つのバランスを取りながら、本市の将来に与える影響を分析・考

察し、目指すべき未来の方向性を示します。 

 

３ 対象期間 
人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、国の長期ビジョン及び高

知県元気な未来創造戦略の期間である令和４２（2060）年までとします。なお、国の方針転換や、

今後の本市における宅地開発等の影響、社会経済動向の変化など、人口に大きな影響を与える

要因があった場合などは、適宜見直しを行うものとします。 
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第２章 人口の現状分析 
１ 人口動向分析 

（１）総人口と年齢３区分別人口の推移 

●総人口については、昭和５５（1980）年からの推移をみると、平成１２（2000）年まで横ばい

であったものの、平成１７（2005）年以降は減少傾向に転じており、令和２（2020）年の総人

口は１９,０３３人となっています。 

●年齢区分別にみると、年少人口（15 歳未満）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）の割合は減少

している一方、老年人口（65 歳以上）の割合は増加し続けています。 

●社人研推計によると、令和２２（2040）年には総人口が３０％以上減少し１２,５８７人となる予

測がされており、年少人口（１５歳未満）においては 50％以上減少し、１,０００人を下回ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典：総務省「国勢調査」
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ア 総人口と年齢３区分別人口（人口） 

 
 
 

イ 総人口と年齢３区分別人口（割合） 

 
※小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも１００％とならない場合があります。 

  

総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上

昭和55年
（1980年）

26,080 5,752 16,955 3,373 12,476 2,969 8,110 1,397 13,604 2,783 8,845 1,976

昭和60年
（1985年）

26,255 5,808 16,811 3,635 12,436 2,969 8,004 1,462 13,819 2,839 8,807 2,173

平成2年
（1990年）

25,828 5,022 16,448 4,355 12,242 2,564 7,985 1,691 13,586 2,458 8,463 2,664

平成7年
（1995年）

25,919 4,376 16,253 5,290 12,333 2,228 8,016 2,089 13,586 2,148 8,237 3,201

平成12年
（2000年）

25,970 3,990 15,759 6,219 12,234 2,075 7,697 2,461 13,736 1,915 8,062 3,758

平成17年
（2005年）

24,397 3,346 14,547 6,504 11,466 1,735 7,168 2,563 12,931 1,611 7,379 3,941

平成22年
（2010年）

22,610 2,801 13,093 6,661 10,534 1,424 6,461 2,618 12,076 1,377 6,632 4,043

平成27年
（2015年）

20,907 2,397 11,241 7,269 9,714 1,187 5,532 2,995 11,193 1,210 5,709 4,274

令和2年
（2020年）

19,033 2,002 9,496 7,535 8,914 1,010 4,764 3,140 10,119 992 4,732 4,395

令和７年
（2025年）

17,349 1,605 8,372 7,372 8,141 830 4,235 3,076 9,208 775 4,137 4,296

令和12年
（2030年）

15,717 1,283 7,328 7,106 7,390 665 3,762 2,963 8,327 618 3,566 4,143

令和17年
（2035年）

14,143 1,059 6,388 6,696 6,651 542 3,321 2,788 7,492 517 3,067 3,908

令和22年
（2040年）

12,587 905 5,237 6,445 5,914 464 2,757 2,693 6,673 441 2,480 3,752

総数 男性 女性

総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上

昭和55年
（1980年）

100.0% 22.1% 65.0% 12.9% 47.8% 11.4% 31.1% 5.4% 52.2% 10.7% 33.9% 7.6%

昭和60年
（1985年）

100.0% 22.1% 64.0% 13.8% 47.4% 11.3% 30.5% 5.6% 52.6% 10.8% 33.5% 8.3%

平成2年
（1990年）

100.0% 19.4% 63.7% 16.9% 47.4% 9.9% 30.9% 6.5% 52.6% 9.5% 32.8% 10.3%

平成7年
（1995年）

100.0% 16.9% 62.7% 20.4% 47.6% 8.6% 30.9% 8.1% 52.4% 8.3% 31.8% 12.4%

平成12年
（2000年）

100.0% 15.4% 60.7% 23.9% 47.1% 8.0% 29.6% 9.5% 52.9% 7.4% 31.0% 14.5%

平成17年
（2005年）

100.0% 13.7% 59.6% 26.7% 47.0% 7.1% 29.4% 10.5% 53.0% 6.6% 30.2% 16.2%

平成22年
（2010年）

100.0% 12.4% 57.9% 29.5% 46.6% 6.3% 28.6% 11.6% 53.4% 6.1% 29.3% 17.9%

平成27年
（2015年）

100.0% 11.5% 53.8% 34.8% 46.5% 5.7% 26.5% 14.3% 53.5% 5.8% 27.3% 20.4%

令和2年
（2020年）

100.0% 10.5% 49.9% 39.6% 46.8% 5.3% 25.0% 16.5% 53.2% 5.2% 24.9% 23.1%

令和７年
（2025年）

100.0% 9.3% 48.3% 42.5% 46.9% 4.8% 24.4% 17.7% 53.1% 4.5% 23.8% 24.8%

令和12年
（2030年）

100.0% 8.2% 46.6% 45.2% 47.0% 4.2% 23.9% 18.9% 53.0% 3.9% 22.7% 26.4%

令和17年
（2035年）

100.0% 7.5% 45.2% 47.3% 47.0% 3.8% 23.5% 19.7% 53.0% 3.7% 21.7% 27.6%

令和22年
（2040年）

100.0% 7.2% 41.6% 51.2% 47.0% 3.7% 21.9% 21.4% 53.0% 3.5% 19.7% 29.8%

総数 男性 女性

出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」
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（２）人口構造の変化 

ア 生産年齢人口の負担を示す年齢構成指数の推移 

●生産年齢人口に対する年少人口と老年人口の相対的な大きさを比較し、生産年齢人口の扶

養負担の程度を表すための指標「従属人口指数」は、平成２年（１９９０年）以降、少子高齢化

の進行に伴って増加しています。このことは、年金や医療などの社会保障を支える生産年齢人

口（働く世代）の負担が、増えていることを示しています。 

●「老年化指数」は、15 歳未満の「年少人口」に対する 65 歳以上の「老年人口」の割合で、高

齢化を示す指標ですが、昭和５５（1980）年から年々上昇を続けています。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：総務省「国勢調査」

【各指数の求め方】 

従属人口指数＝（15 歳未満人口＋65 歳以上人口）÷（15～64 歳人口）×100 

老年人口指数＝（65 歳以上人口）÷（15～64 歳人口）×100 

年少人口指数＝（15 歳未満の人口）÷（15～64 歳の人口）×100 
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イ 人口ピラミッド 

●昭和５５（1980）年時点の本市の人口ピラミッドは、星型と呼ばれる形であり、若い世代の流

入による生産年齢人口が多いのが特徴でしたが、令和２（2020）年の人口ピラミッドは、逆

富士山型と呼ばれる形に変化しており、生産年齢人口の減少とともに少子高齢化が進んで

いることがうかがえます。 

 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：総務省「国勢調査」
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（３）自然増減（出生・死亡）と社会増減（転入・転出）の推移 

●自然増減（出生数-死亡数）については、平成７（1995）年・平成８（1996）年の２年間は増

加しました。しかし、その後は年によって変動はあるものの、自然減へと転じ、平成１７（2005）

年には、年間‐123 人、令和５（2023）年には年間‐287 人と急速に減少しています。 

●社会増減（転入数-転出数）については、平成９年（1997）年～平成１１（1999）年の３年間

は増加しましたが、その後は一貫して減少しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

人口の自然増減（出生・死亡）と社会増減（転入・転出）の状況 
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ア 自然増減の推移 

（ア）出生数と死亡数 

●出生数の減少と死亡数の増加に伴い、年々自然減の値が大きくなっており、人口減少が加速

しています。 

  

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

自然増減（出生・死亡）の状況 
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（イ）出生数と合計特殊出生率の推移 

●合計特殊出生率は、年によって変動はあるものの、平成３０（2018）年の 2.00 をピークに、

以降は減少傾向となっており、令和５（2023）年は１.２７に減少しています。 

●令和５（2023）年の全国平均は１.２０、高知県平均は１.３０であり、本市は高知県平均を若

干下回っています。 

●若年女性人口が減少している地域では、出生数が減少していても相対的に合計特殊出生率

が高く算出される傾向があります。 

●合計特殊出生率の数値だけで出生状況を判断するのではなく、出生数の推移や１５歳～４９

歳までの人口と併せて総合的に捉えることが重要です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

    ※合計特殊出生率とは… 

１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が生涯に産むと

推定される子どもの数に相当します。一般的に、人口を維持するためには合計特殊出生

率が２.０７程度必要とされています。 

【算出方法】 

１５～４９歳までの各年齢における出生率（出生数÷女性の人口）を求め、それらを足し

合わせることで算出しています。なお、都道府県別統計では、年齢階級別女子人口を５歳

刻みで区分して計算しているため、母の年齢階級別出生数を５倍し、１年間の出生数を

正しく反映する計算式となっています。 
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（ウ）出生数と母の平均年齢 

●令和５（2023）年に出産した女性の人数は６９人で、出産時の平均年齢は３１.４歳でした。こ

の年、最も出産が多かった年代は３０～３９歳でした。一方、令和６（2024）年に出産した女性

の人数は６４人で、平均年齢は３１.０歳でした。こちらも、最も多かった年代は３０～３９歳でし

た。 

●この２年間を比較すると、出産時の母の平均年齢は０.４歳減少し、出産した女性の人数は５人

減少しました。年代別の変化では、４０歳以上の出産が４人増加した一方で、２０～２９歳と３０

～３９歳ではそれぞれ２人の減少が見られます。これらのデータは、全体の出産数がわずかに

減少傾向にある中で、特に４０歳以上の出産が増加しているという特徴を示しています。 

 令和５（2023）年度 令和６（2024）年度 差 

20 歳未満 0 人 0 人 ±0 

20～29 歳 29 人 27 人 -２ 

30～39 歳 39 人 32 人 -２ 

40 歳以上 1 人 5 人 +４ 

出産した女性の人数 69 人 64 人 -５ 

平均年齢 31.4 歳 31.0 歳 -0.4 

 

 

（エ）15 歳～49 歳の男女別人口 

●１５歳～４９歳の男女別人口は、２００３（平成１５）年を１００.０％とした場合、２０２３（令和５）

年では、男性で６２.２％、女性で５７.０％まで減少しています。 
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（オ）婚姻件数の推移 

●婚姻件数は、年によって変動はあるものの、平成２４（２０１２）年の９３件から年々減少しており、

令和５（２０２３）年は４５件と半減しています。 
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15～49 歳人口の推移（女性）
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（カ）生涯未婚率の比較 

●男性の未婚率については、全国及び高知県と比べて高くなっており、未婚化が進んでいます。 

●女性の未婚率についても同様ですが、男性と比較すると未婚率は低くなっています。 

●令和２（2020）年に生まれた子ども全体のうち、法律上の婚姻関係にない男女の間に生まれ

た子どもは２.３％であることからも、男女の婚姻率を上昇させることにより、出生数の増加が

見込めるものと考えられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

イ 社会増減の推移 

（ア）転入数と転出数 

●転入と転出の数は、年によって変動はあるものの、転出数が転入数を上回っており、社会減

（人口流出）の傾向が見られます。 

●近年は社会的要因により社会減の幅が縮小しており、令和５（２０２３）年には、２２人にとどま

っています。 
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（イ）年齢階級別の人口移動（純移動）状況 

●性別・年齢５歳階級別人口移動の状況をみると、１０代及び２０代前半の男女において、進学

や就職が理由と考えられる大きな転出超過が見られます。 

●一方で２０代～３０代の男性、２０代の女性においては、就職や転職等による転入超過も見ら

れます。しかし、１０代及び２０代前半で転出した人数と比較するとその規模は小さく、多くの若

年層は一度本市を転出すると、再び本市に戻ってくることが少ない状況が分かります。 
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１０代及び２０代前半の男女において、進学や就職が理由と考えられる

大きな転出超過が見られる 

就職や転職等による転入超過も見られるが、１０代及び２０代前半

で転出した人数と比較するとその規模は小さい。 

年齢階級別人口移動（純移動）状況 
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出典：総務省「国勢調査」

１０代及び２０代前半の男女において、進学や就職が理由と考えられる大

きな転出超過が見られる 

就職や転職等による転入超過も見られるが、１０代及び２０代前

半で転出した人数と比較するとその規模は小さい。 

男性と同様の傾向 

年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（男性） 

年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（女性） 
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（ウ）転入元・転出先内訳 

●直近３年の転入元を見ると、４０％が県外からで、県内からの転入は、高知市と四万十市から

が半数を占めています。 

●直近３年の転出先を見ると、約５０％が県外へ転出しており、県内への転出は、高知市が最も

多く、全体の約２０％を占めています。 

 

ⅰ）転入元の内訳 

 
令和３（2021）年 令和４（2022）年 令和５（2023）年 

転入者数 割合 転入者数 割合 転入者数 割合 

高知市 115 人 22.5％ 94 人 17.3％ 92 人 16.4％ 

四万十市 69 人 13.5％ 61 人 11.3％ 54 人 9.6％ 

その他県内 80 人 15.7％ 95 人 17.5％ 152 人 27.1％ 

県外 247 人 48.3％ 292 人 53.9％ 262 人 46.8％ 

合計 511 人 100.0％ 542 人 100.0％ 560 人 100.0％ 

※割合の合計は、四捨五入の関係で計算が合わない場合があります。 

 

ⅱ）転出先の内訳 

 
令和３（2021）年 令和４（2022）年 令和５（2023）年 

転出者数 割合 転出者数 割合 転出者数 割合 

高知市 105 人 16.4％ 131 人 21.6％ 110 人 18.9％ 

四万十市 88 人 13.7％ 74 人 12.2％ 55 人 9.5％ 

その他県内 116 人 18.1％ 94 人 15.5％ 110 人 18.9％ 

県外 332 人 51.8％ 307 人 50.7％ 307 人 52.7％ 

合計 641 人 100.0％ 606 人 100.0％ 582 人 100.0％ 

 

 

ⅲ）転入出先地域と転入出者数（令和３（2021）年から令和５（2023）年の３年間） 

 

 

  

出典：総務省「住民基本台帳移動報告」 

出典：総務省「住民基本台帳移動報告」 
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170

378
357

177

特化係数１ 

（４）産業別就業者数と産業別特化係数の推移 

ア 産業別就業者数と産業別特化係数 

●市内に在住している主要産業別就業者数（男女合計２０人以上の産業。ただし漁業、鉱業は

掲示）についてみると、医療・福祉が最も多く、全体の約１７.２％（１,４１７人）、卸売業・小売業

が約１４.７％（１,２１５人）、製造業が約１０.２％（８３９人）と続きます。 

●産業別特化係数※についてみると、男性・女性ともに漁業が圧倒的に高く、続いて農業、複合

サービス業が高くなっています。 

 
※産業別特化係数：特定の地域または部門の産業構造が、全国と比較してどの程度特化しているかを示す指標。 

（計算式）：A 産業の特化係数=市内の A 産業の就業者比率／全国の A 産業の就業者比率 

         ・特化係数が１を超える場合、当該地域はその産業に特化している。 

         ・特化係数が１未満の場合、当該地域はその産業に特化していない、または他の産業に特化している。 

 
 
  
  
   
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

産業別就業者数と産業特化係数 



16 
 

 産業別就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「うち農業」の人数は、「A 農業、林業」に含まれるため、総数に数えません。  

出典：総務省「令和２年国勢調査」

人数 割合 人数 割合 人数 割合

A　農業、林業 476 5.8% 297 3.6% 773 9.4%

　　うち農業 403 4.9% 290 3.5% 693 8.4%

B　漁業 312 3.8% 52 0.6% 364 4.4%

C　鉱業、採石業、砂利採取業 2 0.0% 1 0.0% 3 0.0%

D　建設業 562 6.8% 106 1.3% 668 8.1%

E　製造業 489 5.9% 350 4.2% 839 10.2%

F　電気・ガス・熱供給・水道業 28 0.3% 4 0.0% 32 0.4%

G　情報通信業 27 0.3% 18 0.2% 45 0.5%

H　運輸業、郵便業 254 3.1% 44 0.5% 298 3.6%

Ｉ　卸売業、小売業 575 7.0% 640 7.7% 1,215 14.7%

J　金融業、保険業 41 0.5% 99 1.2% 140 1.7%

K　不動産業、物品賃貸業 25 0.3% 27 0.3% 52 0.6%

L　学術研究、専門・技術サービス業 112 1.4% 53 0.6% 165 2.0%

M　宿泊業、飲食サービス業 169 2.0% 364 4.4% 533 6.5%

N　生活関連サービス業、娯楽業 127 1.5% 164 2.0% 291 3.5%

O　教育、学習支援業 138 1.7% 204 2.5% 342 4.1%

P　医療、福祉 349 4.2% 1,068 12.9% 1,417 17.2%

Q　複合サービス事業 90 1.1% 80 1.0% 170 2.1%

R　サービス業（他に分類されないもの） 226 2.7% 152 1.8% 378 4.6%

S　公務（他に分類されるものを除く） 227 2.7% 130 1.6% 357 4.3%

T　分類不能の産業 101 1.2% 76 0.9% 177 2.1%

総数 4,330 52.4% 3,929 47.6% 8,259 100%

男性 女性
産業分類

男女合計
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イ 産業別特化係数（付加価値額）と（従業者数） 

●企業単位の特化係数（付加価値額※１）で見ると、家具・装備品製造業が９.１、窯業・土石製

品製造業が４.６と高い値となっています。 

●企業単位の特化係数（従業者数）で見ると、木材・木製品製造業（家具を除く）が２.８、家具・

装備品製造業が２.７となっています。 

  ※１付加価値額 ： 企業が事業活動を通して新たに生み出した価値。付加価値額が高いとは、製品やサービス

が本来持つ価値に、追加的な価値（デザイン、安全性、使いやすさ、特別感等）が加えられた

状態を指す。付加価値額の高い産業は、その地域にとっての強みであり、経済を牽引する力を

もっているといえます。 

 

※2 労働生産性 ： 投入した労働力（人や時間）に対して、どれだけの成果（付加価値や生産量）を生み出した

かを示す指標。特化係数においては、地域内の特定の産業が全国平均と比較してどの程度

高いかを示します。 

  

出典：総務省「令和２年国勢調査」

産業別特化係数（付加価値額）と（従業者数） 
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52.3%

3,799

30.2%

17.5%

57.5%

3,328

27.3%
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64.0%

2,318

20.9%
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1,793
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68.0%

1,510
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ウ 産業 3 部門別就業者数の推移  

●市全体の就業者数は年々減少しています。なお、第３次産業では、平成７（１９９５）年から平成

１７（２００５）年にかけて、増加した時期もありましたが、平成２２（２０１０）年以降は減少傾向

となっています。 

●平成７（１９９５）年と令和２（２０２０）年の産業別就業者数の増減と割合を比較すると、第１次

産業では１,０６４人減少（△約４８.３％）、第２次産業では２,２８９人減少（△約６０.２％）、第３

次産業では９５９人減少（△約１４.６％）となっています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エ 男女別産業別の他市町村への就業割合 

●産業別の他市町村への就業割合をみると、鉱業、採石業、砂利採取業以外の産業において

他市町村比率が４割以下となっており、市内で就業されている方が多いことがわかります。 
   

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

男 女

出典：総務省「令和２年国勢調査」

産業別特化係数（付加価値額）と（従業者数） 

男女別産業別の他市町村への就業割合 

出典：総務省「令和２年国勢調査」
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（５）昼夜間人口比率の推移 

●昼夜間人口比率（夜間人口１００人当たりの昼間人口の比率）は、平成２２（２０１０）年には１

０２.３％、平成２７（２０１５）年には１０２.４％でしたが、令和２（２０２０）年には１０３.４％と多く

なっています。 

●昼夜間人口比率は１００％を超えており、市内ヘの流入が流出を上回っている結果となってい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

103.2%

102.3% 102.4%

103.4%

101%

102%

103%

104%

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和2年

（2020年）

昼夜間人口比率の推移

出典：総務省「国勢調査」

有岡駅 間 IC 

【平田 IC 周辺】 

【中心市街地周辺】 

平田駅 

宿毛駅 

国
見
駅 

平田 IC 

樺 宇
須
々
木 

池島 

深浦 
錦 

貝塚 

大島 

大浦 

道の駅「すくもサニーサイドパーク」 

東宿毛駅 

和田 

宿毛和田 IC 

図：宿毛市の滞留人口メッシュ分析

出典：RESAS LocationMind xPop



20 
 

第３章 人口の将来展望 
１ 人口動態分析からみる現状 
【基本データからみた現状】 

●人口は、平成１２（２０００）年以降、減少しており、少子高齢化が進行しています。 

●生産年齢人口と年少人口は減少傾向にありますが、老年人口は増加しており、平成７（１９

９５）年に老年人口が年少人口を上回りました。 
 

【自然増減の現状】 

●出生数の減少が続き、その結果、死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続いています。 

●合計特殊出生率は、国や高知県の値を上回って推移していますが、人口維持に必要な２.０

７とは乖離があります。 
 

【社会増減の現状】 

●進学や就職が要因である１０代後半から２０代前半の転出超過に加え、近年では子育て世

代の２０代から３０代の転入数が減少しています。 

●本市では、社会減が続いており、近隣の市町村からの転入はあるものの、高知市や県外へ

転出している人が多くなっています。 
 

【地域の現状】 

●第１次産業と第２次産業は、就業者数・割合ともに減少しています。第３次産業は、就業者数

が若干減少していますが、割合は維持しています。 

●本市においては、男性では「卸売業、小売業」、女性では「医療・福祉」の従事者が多くなっ

ています。 

●市内で就業している方が多い状況です。また、近隣市町村における就業人口の流入・流出

の状況からも、周辺自治体から本市への流入人口が多く、就業に伴い本市への流入超過

につながっている状況が想定されます。 
 

【将来人口推計】 

●総人口は今後、大きく減少していく見込みとなっています。 

●将来人口の自然増減の影響度が「３」、社会増減の影響度が「４」となっており、将来の人

口動態に及ぼす影響は社会増減が今後の人口を左右する結果となっています。 
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２ 人口減少が地域に与える影響 
人口減少の進展に伴い、地域社会において懸念される影響を、以下に整理します。 

（１）生活関連施設（小売・飲食・娯楽・医療機関等）の縮小 
ア 生活に関連するサービス産業の衰退 
・総人口が減少することにより、生活関連サービス産業の撤退が進み、日々の生活が不便になる

可能性があります。 
イ 高齢者支援への影響 
・小売店の廃業等による買い物難民問題や介護サービス資源（介護サービス事業者）の不足等の

課題につながります。 
（２）産業・雇用への影響 

ア 提供するサービス水準の低下 
・労働力不足により、提供するサービスの質を低下させる可能性があります。 
イ 産業の衰退 
・産業の衰退は人口減少につながり、消費人口の減少につながります。市場が縮小することで、

産業自体の維持が難しくなり、中心市街地の空洞化等が進みます。 
・経済はマイナス成長に陥ることで、産業や雇用面が縮小し、若い世代の流出につながります。

若い世代の流出による出会いの低下、雇用の不足、生活をする上での収益の低下は、結婚や出

産への進展が進まくなり、更なる人口減少の加速が予想されます。 
ウ 雇用機会の減少 
・また、上記は産業の撤退に伴う雇用機会の減少につながります。こうした利便性、雇用機会等

の低下が、特に若年層の転出に影響を与える可能性があります。 
エ 集落環境の維持が困難 
・農林漁業等第１次産業については、耕作放棄地の増加、漁港の維持管理、集落環境の維持・継

続ができなくなるなどの問題があります。 
（３）地域公共交通の撤退・縮小 

ア 地域公共交通の衰退 
・地域公共交通の利用者減少は、運営する民間事業者による採算ベースでの輸送サービス提供が

困難となり、事業撤退や運行回数の減少によって、地域公共交通の衰退が懸念されます。 
・それに伴い、自家用車を運転できない高齢者等の移動手段への対応が必要となります。 

（４）空き家、空き店舗、工場跡地、耕作放棄地等の増加 
ア 管理・処分方針が未定な土地・建物の増加 
・空き家、空き店舗、耕作放棄地が増加します。管理・処分方針が未定のものもあり、景観の悪

化、治安の悪化、防災上の問題（倒壊や火災）等が発生することで、地域の魅力低下につなが

る可能性があります。 
（５）行政サービス水準の低下 
 ア 財政状況の悪化 

・人口減少とそれらに伴う経済・産業活動の縮小は、税収減少につながります。一方で、高齢化

進展による社会保障費の増加が見込まれることから、財政はますます厳しい状況となります。 
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イ インフラ施設の維持管理による行政負担の増加 
・公共施設、道路、橋、上下水道等の利用人口が減少することで、施設の維持管理費、補修費等

の行政負担が過重となっていくことが考えられます。そのため、公共施設の集約化進展が進む

可能性があり、サービスの低下が懸念されます。 
・財政状況が厳しくなることで、無償で提供されていたサービスが有償化される等、生活利便性

の低下につながります。 
・これら行政サービス水準の低下により、住民の生活に影響を及ぼす可能性があり、現在本市に

住んでいる住民の満足度低下や、移住・定住施策の取組推進に影響が発生します。 
（６）地域コミュニティの機能低下 

ア 地域全体の活力低下 
・自治会組織の運営、消防団、地域活動や行事の担い手の不足など、地域コミュニティ機能の低

下につながります。 
・地域内における見守り、コミュニケーション、助け合いといった共助機能の低下に伴い、防災

機能、福祉機能、生活利便性の低下が進む可能性があります。これらは、災害弱者・犯罪弱者

の増加を招くおそれがあります。 
イ 文化の継承、伝統行事の継続、賑わい、愛着の醸成 
・児童・生徒の減少は、地域コミュニティに与える影響も大きく、地域の歴史や伝統文化の継承

や伝統行事の継続ができなくなるおそれがあります。 
・住民の地域活動が縮小することによって、住民同士の交流の機会が減少し、地域のにぎわいや

地域への愛着が失われていく可能性があります。 
（７）医療・福祉対策 

ア 社会保障関係経費の増加 
・後期高齢者の人口が増え、医療や介護の需要がさらに高まると、社会保障関連費用が増加しま

す。その一方で、生産年齢人口が減少するため、市の財政は一層厳しくなり、硬直化につなが

ります。 
イ 高齢者の孤立 
・生産年齢人口が減少することで、高齢者の生活を守る（医療、介護、買い物支援、見守り等）人

材が不足します。高齢者独居世帯や高齢夫婦世帯、老々介護など、高齢者の支援が困難な地域

の発生が懸念されます。 
・高齢者の孤立を防ぐための住民や行政による「見守り活動」、「移動手段の確保」、「生活支援サ

ービスの充実」等の取り組みが課題となります。 
（８）教育活動 
 ア 教育の質を維持 

・学校教育において、学級数やクラス当たりの児童数が減少すると、学び合いの機会減少、集団

学習の実施に制約が生じます。結果的に、教育の質を維持していくことが困難になる可能性が

あります。 
・児童・生徒数の減少が進み、学級数の減少、クラスの少人数化が進むことで予想され、最終的

には、学校の統廃合につながります。子育て世代の支援策をより強化するための行政負担の増

加も考えられます。 
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３ 人口問題に対する取組の方針 
 

 

 

出会い・結婚への支援を推進することで婚姻数の増加を目指し、出生数の増加につなげま

す。また、人口減少が進む中で、社会の持続的な発展を支えるためには、安心して子どもを産

み育てられる環境の整備が不可欠です。妊娠から子育てまで、経済的支援を含む切れ目ない

支援や、共育ての機運醸成など、安心して子どもを産み育てることができる環境を作ることに

よって、出生数の増加を目指し、自然動態の改善を図ります。結婚や出産を希望する若い世代

のニーズを適切に把握しながら、出会い、結婚、妊娠・出産、子育て支援策を積極的に推進す

ることで、「子どもを産み育てたい」と思える社会を目指します。 

 

 

     

本市では、農業、建設業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉などの分野に多くの人が就

労されています。特に漁業は全国と比べても就労割合が高く、農林水産業が地域の基盤産業

として発展してきました。しかし現在は、高齢化や担い手不足、輸入品との競争などにより厳し

い状況にあるため、今後は、地元産品を広く売り出す取組や、若い世代の就業支援など、基盤

産業を支える仕組みが必要です。 

また、災害に強いまちづくりも欠かせません。南海トラフ地震や豪雨災害などに備え、市民 

の命を守ることを最優先とします。そして、被災後もできるだけ早く生活を取り戻せるように、復

興の道筋を示し、安心して住み続けられる環境を整えることが大切です。 

さらに、移住を促進するためには、魅力的な仕事や働く場を生み出し、住まいの確保や子育

て支援を進めることが求められます。特に子育て世代にとって暮らしやすい環境をつくることで、

若い世代の移住・定住につなげ、社会全体の人口減少を緩やかにしていきます。 

自然減対策 １

社会減対策 ２
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４ 将来人口推計 

（１）将来人口推計の基本的な考え方 

人口動態（人口の変動（変化））は、自然動態（出生・死亡）と社会動態（転入・転出）の変化

により、発生します。 

 

人口動態 ： 自然増加数 + 社会増加数 

自然動態 
一定期間における出生・死亡に伴う人口の動きをいいます。 

■ 自然増加数 ＝ 出生数 – 死亡数 

社会動態 

一定期間における転入・転出に伴う人口の動きをいいます。 

■ 社会増加数 ＝ 転入数 – 転出数 

・転入数：ある地域に他の地域から引っ越してきた人の数。 

・転出数：ある地域から他の地域に引っ越した人の数。 

     

 【将来人口推計のポイント】 

●社会動態は、転入及び転出による減少ですが、人口推計上はこれを区分することなく、転入

と転出の差し引きの結果として、純移動数として考えます。 

●したがって、将来の人口推計を行うにあたっては、これら人口変動要素の将来値をいかに設

定するかがポイントとなります。 

●将来人口推計については、上記の考え方を踏まえ、これらに対応し得るコーホート要因法※

を基礎として推計します。 

 

  
※コーホート・・・ 

コーホートとは、ある期間に共通の出来事を経験した集団を指す用語となります。（本推計では、（出生）が

これに当たることから、同じ年に生まれた人（出生コーホート）となります。） 

※コーホート要因法・・・ 

基本的な属性である男女・年齢別のある年の人口を基準として、出生・死亡・人口移動に関する将来の仮

定値を当てはめて将来人口を推計する方法です。 
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（２）将来人口検討パターンの考え方 

人口ビジョンにおける将来人口（戦略人口）は、宿毛市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下

「重点戦略」といいます。）の取組を進めた場合の見通しを示すものです。 

この将来人口を検討する際には、重点戦略を実施しない場合の「将来人口（趨勢人口）」と

比較しながら、総合的な検討を行います。 

将来人口の推計には、社人研推計値を基礎とし、この推計値をもとに、宿毛市の将来人口を

いくつかの想定パターンに分けて整理し、戦略人口ビジョンの策定に活用します。 

なお、検討にあたっては、内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局および内閣

府地方創生推進室が令和６年６月に公表した資料を参考としています。 

 

以下に、将来人口を検討するための４つの推計パターンを示します。 

 

 

パターン 内容 

パターン 1 

（社人研準拠推計） 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計値をベースとし、現

在の人口動向が今後も変わらずに継続した場合に予測される将来人

口を整理するものです。 

特別な施策効果や動向の変化がない場合のベースラインとなる推計

です。 

パターン２ 

（出生率が上昇した

場合） 

パターン１の推計値を用い 、国の出生率目標（令和１２年までに２.０

７）と仮定し推計するものです。 

このパターンは、出生率が上昇することが将来人口にどれほどの影響

を与えるかを確認するために設定されます 。 

パターン３ 

（人口移動が０とな

った場合） 

パターン２の推計値をもとに、転入・転出が同数となり、人口の純移動

がゼロ（流出入が均衡）と仮定し推計するものです 。 

このパターンは、社会動態（人口の流出入）が将来の人口増減に与え

る影響を確認するために設定されます 。 

パターン４ 

（本市独自推計） 

パターン１から３までの結果を踏まえ、宿毛市の実情や、市独自の施

策効果を特に考慮に入れ推計するものです 。 

この推計が、今後の施策の具体的な検討に使われます。 

 

 

 

図：パターン１～４の考え方 
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ア パターン１ ： 社人研準拠推計 

●社人研が提供する将来人口推計値を使用して推計を行います。合計特殊出生率の設定は、推

計開始時点の令和７（２０２５）年は１.５５、令和１２（２０３０）年は１.６０、令和１７（２０３５）年～

令和３２（２０５０）年は１.７０、令和３７（２０４５）年以降は１.８０と設定します。 

●社人研準拠推計において、令和２（２０２０）年の実測値と、平成２７（２０１５）年策定の宿毛市人

口ビジョンにおける推計値（以下、「前回推計値」という。）を比較した場合、以下のような結果と

なります。 

  令和２（２０２０）年実測値  ：  １９,０３３人 

  ①前回推計値（社人研推計値）との比較     ： １９,０３３人 – １９,５４６人 ＝ -５１３人 

  ②前回推計値（宿毛市独自推計値）との比較 ： １９,０３３人 – １９,７８４人 ＝ -７５１人  

 

●推計結果より、前回推計値よりも人口減少が進んでいることが分かります。 

 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和２２（２０４０）年、令和４２（２０６０）年は P．３０「５ 人口の将来展望」で目標を定める年です。 
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図表：前回推計結果との比較

令和２年
(2020年)

令和７年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

令和37年
(2055年)

令和42年
(2060年)

令和47年
(2065年)

社人研準拠推計 19,033 17,393 15,938 14,548 13,104 11,448 10,111 8,908 7,780 6,729
前回社人研推計結果 19,546 18,038 16,545 15,104 13,666 12,264 10,963 9,766 8,678 -
前回市独自推計 19,784 18,543 17,322 16,174 15,033 13,920 12,897 11,949 11,088 -

前回社人研推計結果との比較 -513 -645 -607 -556 -562 -816 -852 -858 -898 -

前回市独自推計との比較 -751 -1,150 -1,384 -1,626 -1,929 -2,472 -2,786 -3,041 -3,308 -
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イ パターン２ ： 出生率の上昇を想定した推計 

●この推計は、仮に出生率が国の目標値まで回復した場合に、将来の人口がどう変化するのか

を試算するものです。 

●何も対策をしない場合（パターン１）と比較することで、「出生率の向上が、どれくらい人口を

増やす力になるのか」という影響度を測ることができます。 

 

【影響度の分析結果】 

●令和３２（２０５０）年時点※で、パターン１（対策なし）の人口は１０,１１１人です。 

●一方、出生率が目標まで上昇した場合は１０,８７８人となります。 

●つまり、出生率の向上策に集中的に取り組むことで、何もしない未来に比べて約７７０人多くの

人口を維持できる可能性を示しています。これは、将来人口を約８％押し上げる効果に相当し

ます。 

●ただし、この結果は、出生率の向上だけでは人口減少の大きな流れを変えるには至らないこと

も示唆しており、他の施策と組み合わせることの重要性を示しています。 
 

10,878 人 / 10,111 人 ＝ 出生率影響評価 105.8％ 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110～115％、「５」＝115％以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内閣府地方創生推進室「地方人口ビジョンの策定のための手引き（令和元年１２月版）」より、令和２（２０２０）年か

ら３０年後の人口を基準に影響度を分析します。  

影響度 
３ 

図表：パターン２の推計結果

パターン２ パターン１ 令和 32（2050）年を基準に試算。 
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令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

令和37年
(2055年)

令和42年
(2060年)

人口 19,033 17,393 16,138 14,872 13,628 12,107 10,878 9,785 8,736
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ウ パターン３ ： 純人口移動数を 0 とした推計 

●この推計は、「転入者数－転出者数」がゼロである場合に、将来の人口がどう変化するのかを

試算するものです。 

●出生率が回復したパターン２と比較することで、「人の移動による人口の増減がないことが、

どれくらい人口を維持する力になるのか」という影響度を測ることができます。 

 

【影響度の分析結果】 

●令和３２（2050）年時点で、出生率が回復した場合（パターン２）の人口は１０,８７８人です。 

一方、人の移動をゼロにした場合は１３,０８７人となります 。 

 
 

13,087 人 / 10,878 人 ＝ 移動率影響評価 121.4％ 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 「４」＝120～130％、「５」＝130％以上 
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・市民の転出を抑制し、市外からの転入者を確保する施策は、出生率の回復を目指すよりもさ

らに大きな効果を持つことを示しています。その差は約２,２２０人にのぼり、将来人口を約２１％

も押し上げる、極めて強い影響力があることが分かりました。 

・この結果から、本市にとっては「若者や子育て世代に住み続けてもらい、新たに移住者を呼び

込むこと」が人口維持の最大の鍵であると言えます。 

図表：パターン３の推計結果

パターン３ パターン２ 令和 32（2050）年を基準に試算。 

 

 

 

 

令和２年
(2020年)

令和７年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

令和37年
(2055年)

令和42年
(2060年)

人口 19,033 17,860 16,900 15,940 14,954 13,902 13,087 12,444 11,874
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エ パターン４ ： 本市独自推計 

●この推計は、これまでの分析結果を踏まえ、宿毛市が最も効果的と考える施策を実行した場

合に将来の人口がどう変化するのかを試算するものです。 

●「出生率」はすぐに回復させることが難しいため、現実的な数値（パターン１：社人研準拠推 

計）のままとしています。その上で、最も効果の高い「移住・定住の促進」に市の力を集中させ

るという戦略です。 

 

【具体的な目標】 

●具体的な目標として、「子育て中の家族（夫婦と子ども（男女）２人）が、毎年１０組ずつ宿毛

市に移り住んでくれる」ことを目指し、その効果を人口推計に反映しました。 

【戦略がもたらす未来】 

●この戦略を実行することで、令和４２（２０６０）年の人口は９,４２３人となる見込みです 。 

●何もしなかった場合（パターン１）の７,７８０人と比べ、約１,６００人も多い人口を維持できる 

ことになります。 
年  齢 男女別 合  計 

0～4 歳  →  5～9 歳 男女各 5 人/年 計 10 人/年 

5～9 歳  → 10～14 歳 男女各 5 人/年 計 10 人/年 

20～24 歳 →  25～29 歳 男女各 5 人/年 計 10 人/年 

25～29 歳 →  30～34 歳 男女各 5 人/年 計 10 人/年 

 計 40 人/年 

    上記は、夫婦+子ども（男女）２名、年間１０組の移住を見込んだ施策としています。 
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図表：パターン４の推計結果

パターン１～４までの各案について、比較検討を行った結果、人口減少の進行を相対的に緩や

かにできる可能性が高いと見込まれるパターン４を、将来像の前提として採用します。 

令和２年
(2020年)

令和７年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

令和37年
(2055年)

令和42年
(2060年)

19,033 17,607 16,359 15,166 13,922 12,475 11,345 10,348 9,423

2,002 1,849 1,717 1,649 1,498 1,387 1,306 1,208 1,111

9,496 8,583 7,756 7,034 6,116 5,317 4,759 4,494 4,202

7,535 7,175 6,886 6,483 6,308 5,771 5,280 4,646 4,110

総人口

年少人口比率（0～14歳）

生産年齢人口比率（15～64歳）

老年人口比率（65歳以上）
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５ 人口の将来展望 
（１）本市が目指す将来人口の目標値 

目指すべき将来の方向性を踏まえ、本市が目指す将来人口を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）推計結果から見る長期的な人口の見通し 

●独自推計（パターン４）では、令和２２（2040）年における本市の人口は13,922人、令和42

（2060）年の人口は 9,423 人となる見込みです。 

●社人研準拠推計（パターン１）と独自推計（パターン４）を比較すると、令和２２（2040）年に

は約８００人、令和４２（2060）年は約１,６００人と多い人口を維持できることとなります。 
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令和 42（2060）年  1.80 に上昇 
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令和 42（2060）年  9,400 人 を維持 

 

将来人口 

出生率  
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図表：社人研推計と独自推計の比較

令和２年
(2020年)

令和７年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

令和37年
(2055年)

令和42年
(2060年)

19,033 17,393 15,938 14,548 13,104 11,448 10,111 8,908 7,780
19,033 17,607 16,359 15,166 13,922 12,475 11,345 10,348 9,423

- ＋214 ＋421 ＋618 ＋818 ＋1,027 ＋1,234 ＋1,440 ＋1,643パターン１とパターン４の比較

パターン１（社人研）

パターン４（独自推計）
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●目標年次である令和４２（2060）年の社人研準拠推計（パターン１）と独自推計（パターン４）

の人口ピラミッドを比較すると、同じ逆富士山型ではありますが、年少人口と生産年齢人口が底

上げされており、バランスの取れた人口構造に近づいていることがわかります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●社人研準拠推計（パターン１）では、令和４２（2060）年に高齢化率（老年人口割合）が

51.2％まで上昇するとされています。 

●独自推計（パターン４）では、43.6％まで改善されると見込んでおり、年少人口割合において

も、同様に改善がみられることから、バランスの取れた人口構造に近づくことが分かります。 

 

 

 

  

10.5% 10.0% 9.6% 9.7% 9.3% 9.3% 9.4% 9.2% 9.0%

10.5% 10.5% 10.5% 10.9% 10.8% 11.1% 11.5% 11.7% 11.8%

39.6%
41.3%

43.2%
44.6%

48.1%
50.4%

52.2% 51.7% 51.2%

39.6%
40.8%

42.1% 42.7%
45.3% 46.3% 46.5%

44.9%
43.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

令和２年

(2020年)

令和７年

(2025年)

令和12年

(2030年)

令和17年

(2035年)

令和22年

(2040年)

令和27年

(2045年)

令和32年

(2050年)

令和37年

(2055年)

令和42年

(2060年)

年少人口割合（社人研推計：パターン１） 年少人口割合（独自推計：パターン４）

老年人口割合（社人研推計：パターン１） 老年人口割合（独自推計：パターン４）

0 100 200 300 400 500

0100200300400500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性
0 100 200 300 400 500

0100200300400500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

独自推計 

（パターン４） 

令和 42（2060）年 

社人研準拠推計 

（パターン１） 

令和 42（2060）年 

老年人口割合

の減少 

年少人口割合

の上昇 

図：年少人口割合と老年人口割合の比較
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